
009 年２月 18 日  
事例研究「地方自治の基礎概念」の速報版連絡  
 
2009 年度夏学期に原則土曜日３・４限に開講予定の標記科目につき、土曜日

午後の授業時間などを考慮し、現時点の案を速報版として、下記のとおり、

連絡いたします。  
参加を希望する方は、できるだけ、４月 10 日までに担当教員（小西）まで、

①氏名、②学生番号、③担当したい用語（３～５語）をメールにてご連絡く

ださい（メールアドレスは、casestudy-konishi[at mark]pp.u-tokyo.ac.jp）。  
○内容  
地方分権が大きな政策課題となり、地方自治法の改正も頻繁であるなどの状

況を踏まえ、地方自治に関する基礎概念（キーワード）について、概念規定、

過去の経緯、制度論、運用実態、今後の展望などを整理・分析することによ

り、地方自治の分野における論点について議論をする基礎力を身につけるこ

とを目標。  
○進め方  
（１）参加者に求めること  
詳細は初回授業で指示。  
各参加者には、次の各点を求めます。  
①下記リストを参照して自分の担当するキーワードを選択  
②レポート作成  
③レポート発表  
④参加者としてコメント  
⑤発表者としてコメント返し  
⑥進行管理のサポートなど  
授業参加前に、自分の担当したいキーワードを３～５語想定してきてくださ

い（担当語数は、参加人数により決定）。  
◎キーワードリスト  
（例）NPM、新しい公共空間、公の施設、監査、基金、規則、基礎（的）自

治体、行政評価、国の関与、研修、広域的自治体、国民保護、三位一体の改

革、自主財政権、自治基本条例、自治権、自治事務と法定受託事務、市町村

合併、指定管理者、事務配分と機能分担、首長制、住民、住民参加、住民訴

訟、主権、消防、情報公開、条例、人事評価、政治資金、選挙、代表民主制

と直接民主制、団体自治と住民自治、地域自治区、地縁による団体、地方議

会、地方行政改革、地方公営企業、地方公会計、地方公共団体、地方交付税、



地方公務員、地方債、地方財政計画、地方自治の本旨、地方税、地方分権、

定住自立圏構想、電子自治体、道州制、入札改革、負担金と補助金、連邦制  
（２）レポートの作成方法  
①テーマ参加者は、地方自治キーワードリストの中から、関心のある用語を

選択し、その用語に関係する実定法がある場合は必ずそれを把握し、整理す

るとともに、その運用実態をできるだけ詳しく分析すること。行政法的側面

と行政学的側面の両面からのアプローチを行うことを期待。  
②レポートの分量等参加者一人が分析する用語数・レポート回数・レポート

の分量は、参加人数により決定。  
○参考文献  
授業中に指示。イメージつくりのため「特集 地方自治の基礎概念」（『法学

教室』 165 号・ 1994 年６月号）を参照。  
○日程  
原則として、隔週土曜日３・４限（ 1：10～ 4：40）に２コマ分実施する予定。  
2009 年２月 18 日現在の案は、次のとおり。  
ただし、一部を他の土曜日や日曜日・祝日等に振り替える可能性有。  
第１・２回：４月 11 日：打ち合わせ  
第３・４回：５月９日  
第５・６回：５月 23 日  
第７・８回：６月６日  
第９・ 10 回：６月 20 日  
第 11・ 12 回：７月４日  
第 13・ 14 回：７月 11 日  
第 15・ 16 回：（予備日）７月 18 日  
○単位数 ２単位  
 
 


